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1 論文提出者   高浜 智輝 
 
2 論文題名    わが国の租税法における外国事業体の取り扱いに関する研究 
－アメリカ合衆国におけるパートナーシップの取り扱いを中心に－ 
  (英文題)        A Study on the Treatment of Foreign Entity in Japanese Tax Law 
        ：Comparing with the Treatment of Partnership in the United States 
 
3 論文の構成 
 本論文の構成は、以下のとおりである。 
第 1 章 序説 
 第 2 章 わが国の法学における団体に関する議論の検討 
  第 1 節 はじめに 
  第 2 節 わが国の租税法における団体性に関する議論 
  第 3 節 組合および法人に関する私法における議論 
  第 4 節 本章のまとめ 
 第 3 章 わが国において争われた LPS（Limited Partnership）事件の検討 
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  第 1 節 はじめに 
  第 2 節 LPS 事件が生じるに至るまでの背景 
  第 3 節 事実の概要 
  第 4 節 LPS 裁判例の整理および検討 
  第 5 節 本章のまとめ 
 第 4 章 アメリカ合衆国におけるパートナーシップの取り扱いに関する議論の検討 
  第 1 節 はじめに 
  第 2 節 パートナーシップの歴史的背景 
  第 3 節 パートナーシップの性質 
  第 4 節 団体性に関する議論 
  第 5 節 パートナーシップ該当性に関する議論 
  第 6 節 アメリカ合衆国のモデル統一州法におけるリミテッド・パートナーシップおよびリミ
テッド・ライアビリティー・カンパニーと課税問題 
  第 7 節 本章のまとめ 
 第 5 章 パートナーシップにおけるタックス・シェルターとその対応策 
  第 1 節 はじめに 
  第 2 節 タックス・シェルター(Tax Shelters)の性質 
  第 3 節 タックス・シェルターの媒体(vehicle)として用いられたリミテッド・パートナーシッ
プの歴史的な流れ 
  第 4 節 判例理論、実際に争われたタックス・シェルターとして用いられたリミテッド・パー
トナーシップ事例の検討および I.R.C.§7701(o)の意義 
  第 5 節 本章のまとめ 
 第 6 章 
  第 1 節 はじめに 
  第 2 節 アメリカ合衆国におけるパートナーシップと国際課税 
  第 3 節 アメリカ合衆国の国際課税におけるパートナーシップへの対応 
  第 4 節 本章のまとめ 
 第 7 章 
  第 1 節 はじめに 
  第 2 節 租税条約の概要およびパートナーシップに対する影響 
  第 3 節 アメリカ合衆国におけるハイブリッド事業体に対する条約の特典に関する I.R.C.§
894(c)の取り扱い 
  第 4 節 パートナーシップ報告書における取り扱い 
  第 5 節 I.R.C.§894(c)およびパートナーシップ報告書の取り扱いの比較検討 
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  第 6 節 パートナーシップ報告書に対する批判 
  第 7 節 本章のまとめ 
 第 8 章 総括 
  第 1 節 本論文のまとめ 
  第 2 節 結論および今後の課題 
参考文献一覧 
参考裁判例 
初出一覧表 
 
4 論文の概要 
１ わが国の法人税の納税義務者は、会社法などによって法人として取り扱う旨が定められている
かどうかによって決定される。一方、組合のように、民法を根拠に、構成員に直接課税する、いわ
ゆるパス・スルー課税を採用した取り扱いを行うことが認められている団体も存在している。 
 問題となるのは、わが国に規定のない事業体、特に外国法によって設立された事業体(以下:外国
事業体とする)に対してどのように課税上取り扱うのかということである。つまり、外国事業体はわ
が国の法人税の納税義務者に該当するのか、あるいはその構成員が所得税の納税義務者に該当する
のかという問題が生じている。この問題について、本論文は、わが国の裁判例にも現れるアメリカ
合衆国のパートナーシップという事業体の課税を参考として、わが国の租税法における外国事業体
の取り扱いについて検討を行ったものである。 
 本論文は、第 1 章において研究の背景、目的および全体の構成を述べ、さらに、アメリカ合衆国
におけるパートナーシップ課税を取り上げる理由について述べている。次に、先行研究のレビュー
として、第 2 章から第 3 章にかけて組合課税に関するわが国の議論および裁判例の検討を行ってい
る。そして、第 4 章から第 7 章にかけてアメリカ合衆国におけるパートナーシップの課税上の取り
扱いに関する議論について検討を行っている。最後に、第 8 章では、本論文の結論と今後の課題に
ついて述べている。 
２ 各章の要約は、以下のとおりである。 
 第 1 章は、わが国における法人税の納税義務者について確認した上で、研究の背景、研究の目
的、全体の構成およびアメリカ合衆国における Limited Partnership(以下:LPS とする)をはじめと
するパートナーシップならびに Limited Liability Company(以下:LLC とする)の租税法上の取り
扱いを研究する意味について説明している。 
 第 2 章は、現在のわが国の租税法における外国事業体の取り扱いに関する議論および民法等の
私法における法人、社団、権利能力のない社団、および組合の性質について整理を行っている。組
合については、本論文では民法上の組合について検討が行われている。そこで、組合と社団を峻別
すべきであるとする考え方が主流であったかつての民法から、組合と社団はつながりをもつ一連の
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ものであると考える連続論を採用する今日の民法について整理を行い、特に、連続論を採用する今
日の民法では、組合と社団を峻別する実益がないとされ、わが国の民法から外国事業体に関する課
税上の問題を解決することは困難であることを述べている。 
 第 3 章は、わが国において LPS の事案に関する裁判例を整理し、各裁判所の判断基準等につい
て論じている。まず、大阪地裁をはじめとする裁判所は、私法上、法人として取り扱う旨の規定が
あるかどうかという形式的基準に加え、わが国の権利義務の帰属主体になりうるかという実質的基
準の 2 つの要件を用いて判断を行っているが、各裁判所によって、この形式的基準および実質的
基準として用いる判断基準に相違が生じていることを明示している。 
最高裁判決の後に残された課題として、形式的基準および実質的基準において、何故その要素が
判断基準として用いられたのかという理由が不明確であること、LPS 最高裁判決の判断に逆行す
る平成 29 年に示された国税庁の運営上の指針を取りあげ、依然としてアメリカ合衆国における
LPS を組合として捉えるべきであるとする見解も存在すること等を説明している。 
 第 4 章は、アメリカ合衆国における事業体の議論として、①ある団体が法人に該当するかどう
か、あるいは、団体がパートナーシップに該当するかどうか、および②パートナーシップは、州法
においてどのような事業体であるのかという論点について検討されている。 
 ①について、法人に該当するための要素を定めたアメリカ財務省のキントナー規則について、そ
のもとになった裁判例を併せて検討している。キントナー規則は、法人の要素として経営の集中、
事業の継続性、構成員の有限責任および持分の譲渡性という 4 つの要素を掲げ、州法を含めて法
人に該当するかどうかという基準とされる規則である。しかしながら、キントナー規則は濫用され
たことに加え、LLC に対して十分に機能しないという問題を抱えていたことから、代わりに、新
たにチェック･ザ･ボックス規則が導入されることとなったことを述べている。チェック・ザ・ボッ
クス規則とは、法人課税または構成員に直接課税するパス・スルー課税を任意に選択することを認
める規則である。 
 さらに、パートナーシップ該当性の議論に関する歴史的背景を整理した後、Castle Harbour 事
件と呼ばれる裁判例について検討されている。本判決では、パートナーやパートナーシップへの適
格性について着目した場合は、Commissioner v. Culbertson 合衆国最高裁判決(以下:Culbertson
判決とする)と旧 I.R.C.§704(e)(1)との関係に触れつつ、事実や状況(facts and circumstances)か
ら実質的な検討がなされていることを指摘している。本判決は、また、判例理論の一つである仮装
取引の理論を用いて実質的な検討がなされていることを述べている。本論文では、わが国において
も、団体がわが国の組合に該当するかどうかという点から検討を行う余地があることを述べてい
る。 
②について、アメリカ合衆国の事業体は州法によって定められることから統一性を欠くため検討
されたモデル法である統一州法に着目した検討が行われている。統一州法における LPS と LLC
の相違点として、パートナーの性質、契約主体であるかどうか、設立目的の範囲、持分の譲渡の効
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果、受託者責任の範囲およびその制限という点が指摘されている。また、会社資産を会社所有者の
個人的な債権者から保護する実体保護(entity shielding)という概念に照らした場合、LLC は LPS
よりも強い実体保護を有していることを述べている。 
 第 5 章は、アメリカ合衆国において LPS や LLC が、租税回避を行うための投資活動であるタ
ックス・シェルターという媒体(vehicle)として用いられることから、タックス・シェルターとして
のパートナーシップおよびこれに対する対応策として、裁判例の蓄積によって形成された判例理論
について検討が行われている。タックス･シェルターとして用いられたパートナーシップは 1986
年改正を境に、減価償却を用いるスキームからオフショア取引等を用いたスキームへと変化し、利
用者も個人から法人へと移り変わっていることを指摘している。そして、タックス・シェルターの
対応策である判例理論について説明を行った後、2010 年に経済的実質理論を立法化した I.R.C.§
7701(o)に関する改正の動きについて、検討が行われている。この規定は、裁判所における経済的
実質理論の適用を統一し、他の法規定を補完する役割を有していることに加え、罰則規定と併せる
ことによりタックス・シェルターの考案に対する警告的な役割を有していることが明示されてい
る。 
 第 6 章および第 7 章では、国際課税におけるパートナーシップの課税上の取り扱いについて検
討されている。第 6 章は、まず、アメリカ合衆国における国際課税と組合課税との関係について
説明がなされている。そして、既存の国際課税における外国税額控除および外国子会社合算税制
（タックスヘイヴン対策税制）におけるパートナーシップの取り扱いについて整理が行われてい
る。さらに、2017 年の Tax Cut and Job Act において新たに導入された国際課税のうち、ハイブ
リッド防止規定である I.R.C.§267A、税源浸食および濫用防止税について定めた I.R.C.§59A、
および外国パートナーにおけるパートナーシップ持分の譲渡により生ずる損益に関する I.R.C.§
864(c)(8)におけるパートナーシップの取り扱いについて、制定前の提案規則(proposed regulation)
を含めて検討を行っている。 
 第 7 章は、租税条約に関するパートナーシップの取り扱いについて検討している。租税条約に
おいて、パートナーシップは法人に該当するかどうかによって条約の特典を享受する者が異なるこ
ととなる。本論文では、特に、ハイブリッド事業体に係る損失の否認について定めた I.R.C.§
894(c)の取り扱いについて説明している。さらに、1999 年に OECD が公表した｢パートナーシッ
プに対する租税条約の適用｣という報告書(以下:パートナーシップ報告書とする)におけるパートナ
ーシップの取り扱いについても検討が行われている。 
アメリカ合衆国の規定である I.R.C.§894(c)およびパートナーシップ報告書の双方が、原則的に
パートナーシップについては、居住地国において課税上どのように取り扱われているかという点が
重視されていることを述べているが、源泉地国におけるパートナーシップの課税上の取り扱いを重
視する論者による批判も取り上げ、問題点について明らかにしている。 
さらに、本論文は、わが国の租税条約におけるパートナーシップの取り扱いについて、パートナ
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ーシップ報告書の考え方を基礎としつつ、BEPSという税源浸食および利益移転(Base Erosion 
and Profit Shifting)に係る防止措置を既存の租税条約に組み込むことを目的とする多国間条約の影
響により今後展開する可能性を述べている。 
 第 8 章は、本論文の結論として、わが国に規定のない外国事業体を判断するにあたって、①民
法等の私法の構成要素から当該事業体が法人あるいは組合のどちらにより近いかどうかを実質的に
検討し、かつ、②租税回避への対応を視野に入れた検討がなされるべきであること、③国際課税制
度と密接な関係のある組合課税制度を構築すること、および④I.R.C.§7701(o)のような一般的否
認規定の導入を検討する余地があることを述べ、執行上のコスト増加をはじめとする今後の研究課
題を挙げており、本論文の限界を明示している。 
 
5 論文の特質 
 本論文は、近年わが国でも議論されている組合（partnership）の課税について、包括的に研究し
たものである。その結果、A4 で 220 頁に及ぶ大作となっている。本論文提出者（以下、著者と呼
ぶ）は、学部学生のときは、管理会計を専攻しており、本研究科博士課程前期においてはじめて、
法学、特に、租税法に関する法律や裁判所の判決を検討することになった。租税法の論文を指導し、
研究させるためには、本来、法学の基本的科目である民法や商法・会社法などの理解が必要となる
のであるが、著者は、博士課程前期に入学して以来、法律文献や判決にひじょうに熱心に取り組み、
自らの努力で法的思考を身につけたといえる。 
 さらに、もともと、わが国の法学の世界では、明治以来の法の継受のため、外国法との比較法的
研究が研究の基礎をなすものであるが、近年は、経済の国際化、グローバル化が進んでおり、組合
課税の裁判においても、外国に設立した組合（partnership）の事案が出てきており、わが国の組合
課税との比較法的研究が重要であるとともに、判決などの研究のためにも、アメリカ合衆国のデラ
ウエア州法など、直接、外国法の理解が必要となっている。そのため、著者にとっては、博士論文
の執筆のために、組合に関する合衆国の州法などの理解や、合衆国裁判所の難解な判決を理解し、
検討することが不可欠であった。著者は、アメリカ法（州法）に関する条文や判決、さらには、そ
れに関する論文などを渉猟している。 
 
6 論文の評価 
 上述した、「5 論文の特質」について述べたように、著者の論文は、租税法の関わるわが国の組
合に関する民法などの規定や裁判所の判決の分析を行うとともに、わが国の裁判事案に現れるアメ
リカ合衆国の組合法（partnership law）についても研究を深めている。組合に関する数々の判決が
あるため、わが国の評釈等の文献は少なくないが、著者のようにアメリカ合衆国の組合法や裁判所
の判決を、独自の努力で読みこなし、論文に引用するものはまれであり、20 万字に及ぶ著者の論文
はおおいに評価してよいと思われる。著者は、研究の過程で、本学部の「経営学論集」に数点、掲
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載する計画を立て、地道に実践してきたのは、研究者としての素質もそなえているものとして、今
後の活躍に期待される。なお、副題に示されるように、本論文は、アメリカ租税法や、アメリカ州
法の研究が主であるものであるが、この研究を基礎にして、今後のわが国の組合課税、さらには、
租税法全般についても、役立ててもらいたいと思う。 
  
7 論文の判定 
 本学位請求論文は、経営学研究科において必要な研究指導を受けたうえ提出されたものであり、
本学学位規程の手続きに従い審査委員全員による所定の審査及び最終試験に合格したので、博士(経
営学)の学位を授与するに値するものと判定する。 
 
以 上 
 
